
経済産業省 





番号 制度名

経産01 オープン・イノベーションを促進するための税制措置の創設

経産02 金属鉱業等鉱害防止準備金制度の延長

経産03 海外投資等損失準備金の延長

経産04 特定原子力施設炉心等除去準備金の延長

経産05 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充

経産06
省エネ再エネ高度化投資促進税制の拡充及び延長
（省エネルギー、再生可能エネルギー）

経産07 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長

経産08 第三者への事業承継の促進に資する税制措置の創設

経産09 電気供給業における託送料金を控除する収入割の特例措置等

 経済産業省

-205-



（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H30 － － － － － － － － － － － － － － － － －
R1 － － － － － － － － － － － － － － － － －
R2 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R3 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R4 － － － － － － － － － － － － － － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

「既存企業が人材・技術・資本の閉鎖的な自前主義、囲い込み型の組
織運営を脱し、開放型、連携型の組織運営に移行する」

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごとの
影響額（地方法人二
税・地方法人特別税・
百万円） 租特の直

接的効果
実績目標値 目標

達成度

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 　ー 区分 新設

　ー

過去の政策評価の実績

　「成長戦略実行計画」（令和元年6月21日閣議決定）において、「第4次産業革命の可能性を最大限引き出すためには、既存企業が人材・技術・資本の閉鎖的な自前主義、囲い込み型の組織運営を脱し、開放型、連携型の組織運営に
移行する必要がある」とされている。
　そこで既存企業の有するリソースを最大限活用したオープン・イノベーションを促進するとともに、ユニコーン級ベンチャーの育成を図り、第4次産業革命における我が国企業の国際競争力を強化することを目的とする。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　我が国における人材・技術・資本のオープン・イノベーションを促進し国際競争力を強化するため、一定の要件を満たしたベンチャー投資を行う既存企業を対象とした税制優遇措置の創設を要望する。

　ー

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産01） （評価実施府省：経済産業省）

オープン・イノベーションを促進するための税制措置の創設
（ー）

措置の内容

平成29年度時点 　ー

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後 　ー

　ー

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【R1 経産01】-206-



【R1 経産01】
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【R1 経産01】-208-



【R1 経産01】

-209-



（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 不明 － 5 ▲4.0 ▲4.0 100.0% － 不明 ▲1.0 － ▲1.1 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H24 不明 9 － 7 ▲5.0 ▲3.9 77.6% － 不明 ▲3.3 － ▲3.4 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H25 不明 9 － 8 ▲4.0 ▲4.0 99.7% － 不明 ▲3.4 － ▲1.6 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H26 不明 9 － 9 ▲2.0 ▲6.6 328.6% － 不明 ▲3.0 － ▲3.0 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H27 10 9 90.0% 9 ▲2.0 ▲1.7 86.4% － ▲1.2 ▲0.8 63.0% ▲0.8 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H28 10 8 80.0% 8 ▲2.0 ▲0.8 41.7% － ▲1.2 ▲0.5 42.8% ▲0.5 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H29 8 5 62.5% 5 ▲1.3 ▲0.5 38.7% － ▲1.6 ▲0.2 13.6% ▲0.2 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

H30 9 10 111.1% － ▲1.3 ▲2.0 151.6% － ▲1.6 ▲2.4 153.4% － 100.0% 100.0% 100.0% 不明 100.0%

R1 10 － － － ▲1.4 － － － ▲1.0 － － － 100.0% 不明 － － －
R2 11 － － － ▲1.8 － － － ▲1.4 － － － 100.0% 不明 － － －
R3 11 － － － ▲1.6 － － － ▲1.3 － － － 100.0% 不明 － － －
R4 － － － － － － － － － － － － － － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

「産業保安監督部長が毎年度算定して通知した額に対する採掘権者等の積立
額の実績を100％とする」適用件数

（法人税・件）
減収額

（法人税・百万円）

将来予測

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

目標
達成度

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごと
の影響額（地方法
人二税・地方法人
特別税・百万円）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税 所得税 個人住民税

関係条項

要望内容

創設年度 S49 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産02） （評価実施府省：経済産業省）

  金属鉱業等鉱害防止準備金制度の延長
  （金属鉱業等鉱害防止準備金）

措置の内容

平成29年度時点  　採掘権者又は租鉱権者が、特定施設の使用の終了後における鉱害の防止に要する費用の支出に備えるため、(独)石油天然ガス･金属鉱物資源機構に鉱害防止積立金として積み立てた金額の80％を準備金として積み立てたときは、積立
額の損金算入ができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

 　従前どおり

 　従前どおり

過去の政策評価の実績

  鉱山の特性に応じた保安上の措置を確実に実施することにより、鉱害の発生を防止すること。

  措置の適用期限を令和4年3月31日まで2年間延長する。

  H23経産11、H25経産23、H27経産04、H29経産04

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

  措法第55条の2、第68条の44

【R1 経産02】-210-



【R1 経産02】
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【R1 経産02】-212-



【R1 経産02】
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【R1 経産02】-214-



【R1 経産02】
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（参考） （参考） （参考） 目標① 目標② 目標③

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 14 － 14 ▲6,500.0 ▲11,000.0 169.2% 98.7% 不明 ▲2,000.0 － ▲1,992.9 不明 不明 22.6% 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H24 不明 10 － 10 ▲4,467.0 ▲4,800.0 107.5% － 不明 ▲800.0 － ▲778.5 不明 不明 22.1% 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H25 不明 12 － 12 ▲11,000.0 ▲2,300.0 20.9% － 不明 ▲500.0 － ▲499.7 不明 不明 23.3% 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H26 不明 9 － 7 ▲6,160.0 ▲5,679.0 92.2% － 不明 ▲1,176.0 － ▲811.9 不明 不明 24.7% 不明 － 不明 不明 54.9% 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H27 10 5 50.0% 5 ▲4,100.0 ▲3,300.0 80.5% － ▲500.0 ▲470.8 94.2% ▲470.8 不明 不明 27.2% 不明 － 不明 不明 52.1% 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H28 10 5 50.0% 5 ▲4,000.0 ▲1,300.0 32.5% － ▲500.0 ▲169.7 33.9% ▲169.7 不明 不明 27.4% 不明 － 不明 不明 51.3% 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H29 8 5 62.5% 5 ▲1,457.0 ▲600.0 41.2% － ▲302.0 ▲77.7 25.7% ▲77.7 不明 不明 26.6% 不明 － 不明 不明 50.6% 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H30 不明 5 － － ▲2,716.0 ▲1,700.0 62.6% － ▲562.0 ▲239.4 42.6% － 不明 不明 29.4% 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

R1 5 － － － ▲1,200.0 － － － ▲162.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

R2 5 － － － ▲1,200.0 － － － ▲159.8 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －

R3 5 － － － ▲1,300.0 － － － ▲187.1 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －

R4 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
R5～

／未定 － － － － － － － － － － － － 40.0% － － － － 80.0% － － － － 50.0% － － － －

【総括表】

「自主開発鉱石の輸入を促進する（2030年までにレアメタル自
給率50％）」（平成29年度評価時）

目標値
（％）実績 目標

達成度租特の直
接的効果

減収額
（法人住民税・百万円）

将来予測 実績将来予測 租特の直
接的効果

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

「石油・天然ガスの自主開発比率を2030年に40％以上に引き
上げる」

租税特別措置等の適用実態

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響額
（法人住民税・
百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

目標
達成度

適用件数
（法人税・件） 減収額

（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

目標値
（％）

目標
達成度

「自主開発鉱石の輸入を促進する（鉱物資源（ベースメタル）
の自給率を2030年に80％以上に引き上げる）」

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容

創設年度 S39 区分 延長過去の政策評価の実績

  資源の自主開発を推進すること等を通じて、我が国に必要な資源の安定供給を確保すること。

  措置の適用期限を令和4年3月31日まで2年間延長する。

  H23経産08、H25経産08、H27経産06、H29経産05

   制度名
（措置名）

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

  措法第55条、第68条の43

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産03） （評価実施府省：経済産業省）
【基本情報】

　上記①及び②の法人の株式等に係る準備金の積立率を20％に、上記③及び④の法人の株式等に係る準備金の積立率を50％に、それぞれ引き下げるとともに、準備金の取崩し事由を見直し

 　従前どおり

  海外投資等損失準備金の延長
　（海外投資等損失準備金）

措置の内容

平成29年度時点

 　次の法人（特定法人）の株式等（設立又は増資により取得するものに限る。）の取得をした場合に、その価格の低落による損失に備えるため、取得価額にそれぞれ次の割合を乗じた金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入
ができる。
①  資源開発事業法人：30％
②  資源開発投資法人：30％
③  資源探鉱事業法人：70％
④  資源探鉱投資法人：70％

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後

【R1 経産03】-216-



【R1 経産03】
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【R1 経産03】-218-



【R1 経産03】
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【R1 経産03】-220-



【R1 経産03】
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【R1 経産03】-222-



【R1 経産03】

-223-



（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 ー － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H29 － 0 － 0 － ▲0 － 　－ － ▲0 － － － － 不明 不明 －
H30 － 1 － － － ▲448.0 － － － ▲31.0 － － － － 不明 不明 －
R1 1 － － － ▲1,415.0 － － － ▲99.0 － － － 不明 不明 － － －
R2 1 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R3 1 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R4 1 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

将来予測

適用実態調査における
適用額の上位10社割
合（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

「事故炉廃炉等のために必要な資金を確保した上で機構に積み立てることで、事故
事業者に安全かつ着実な事故炉廃炉等を実施させていく」

【総括表】

適用実態調査における
適用件数
（法人税・件）

適用実態調査における
租税特別措置ごとの影
響額（地方法人二税・
地方法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績目標値 目標

達成度

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H29 区分 延長

　措法第57条の4の2、第68条の54の2

過去の政策評価の実績

　 事故事業者が、廃炉に必要な資金を原子力損害賠償・廃炉等支援機構法に基づいて積み立てることにより、安全かつ着実な廃炉の実施を確保すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　 措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

 　－

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産04） （評価実施府省：経済産業省）

 　特定原子力施設炉心等除去準備金の延長
　（特定原子力施設炉心等除去準備金）

措置の内容

平成29年度時点 　廃炉等実施認定事業者が、特定原子力施設に係る炉心等除去費用の支出に充てるため、原子力損害賠償・廃炉等支援機構に廃炉等積立金として積み立てた金額を準備金として積み立てたときは、積立額の損金算入ができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【R1 経産04】-224-



【R1 経産04】

-225-



【R1 経産04】-226-



【R1 経産04】

-227-



【R1 経産04】-228-



【R1 経産04】

-229-



（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 7,372 7,487 101.6% 9,895 ▲306,600.0 ▲307,240.0 100.2% － 不明 不明 － ▲4,290.9 不明 不明 2.48% 不明 －
H24 6,775 8,134 120.1% 11,177 ▲376,000.0 ▲332,200.0 88.4% － 不明 不明 － ▲4,251.8 不明 不明 2.46% 不明 －
H25 8,335 9,202 110.4% 12,703 ▲476,700.0 ▲514,900.0 108.0% 40.9% 不明 不明 － ▲4,744.5 不明 不明 2.50% 不明 －
H26 9,166 9,378 102.3% 12,080 ▲489,660.0 ▲674,600.0 137.8% 36.4% 不明 ▲4,500.0 － ▲5,158.1 不明 不明 2.62% 不明 －
H27 9,439 9,395 99.5% 12,081 ▲492,381.0 ▲615,800.0 125.1% 31.9% 不明 ▲3,900.0 － ▲3,876.8 不明 不明 2.56% 不明 －
H28 10,838 8,888 82.0% 12,262 ▲611,700.0 ▲592,600.0 96.9% 31.8% 不明 ▲3,400.0 － ▲3,434.5 3.00% 不明 2.47% 不明 82.3%
H29 10,968 9,513 86.7% 11,956 ▲726,500.0 ▲666,000.0 91.7% 28.6% 不明 ▲3,900.0 － ▲3,883.0 3.00% 不明 2.52% 不明 84.0%
H30 10,249 9,513 92.8% － ▲667,994.0 ▲666,000.0 99.7% － ▲5,043.0 ▲3,900.0 77.3% － 不明 不明 不明 不明 －
R1 9,513 － － － ▲666,000.0 － － － ▲3,900.0 － － － ー 不明 － － －
R2 9,513 － － － ▲666,000.0 － － － ▲3,900.0 － － － 3.00% 不明 － － －
R3 9,513 － － － ▲717,900.0 － － － ▲4,200.0 － － － 不明 不明 － － －
R4 9,513 － － － ▲773,900.0 － － － ▲4,500.0 － － － 不明 不明 － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

減収額
（法人住民税・百万円）

「民間研究開発投資を2020年度までに対GDP比3％以上とする」

将来予測

【総括表】

適用実態調査にお
ける適用件数（法
人税・件）

適用実態調査における租
税特別措置ごとの影響額
（法人住民税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（%）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調査にお
ける適用額の上位
10社割合（法人
税・％）

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容

創設年度 S42 区分 拡充

　措法第42条の4、第68条の9

過去の政策評価の実績

　 我が国の研究開発投資総額（平成29年度：19.1兆円）の約7割（同：13.8兆円）を占める民間企業の研究開発投資を維持・拡大することにより、イノベーションに繋がる中長期・革新的な研究開発等の加速を通じた我が国企業の競争力
を強化する。
　具体的には、民間企業の研究開発投資を2020年度頃までに対 GDP比３％にする。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 　科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第49条の検討規定等を踏まえ、科学技術基本法、活性化法で定める科学技術の定義の見直しについての法改正を検討している。法改正を行う場合、活性化法が対象とする「試験研究機関
等」の範囲が拡大されることとなるため、新たに「試験研究機関等」に追加される機関についても、オープンイノベーション型の共同研究先とし、30％の控除率を措置する。

　H22経産15、H23経産14、H24経産14、H25経産26、H26経産13、H28経産14、H30経産07

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産05） （評価実施府省：経済産業省）

　試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充
　（試験研究を行った場合の法人税額の特別控除（研究開発税制）)

措置の内容

平成29年度時点

(1) 試験研究費総額の６～10％（増減試験研究費割合に応じた税額控除割合）（平成29年４月１日から平成31年３月31日までの間に開始する事業年度（特例年度）は６～14％）の税額控除（当期の法人税額の
25％（特例年度において試験研究費割合が10％を超える場合にはその割合に応じ25％～35％）を限度）ができる。

(2) 中小企業者等の試験研究費の額については、その総額の12％の税額控除（当期の法人税額の25％（特例年度において試験研究費割合が10％を超える場合にはその割合に応じ25％～35％）を限度）ができる。
なお、特例年度において、増減試験研究費割合が５％を超える場合には、上記の12％の割合をその増減試験研究費割合に応じ12％～17％とするとともに、税額控除額の上限を当期の法人税額の35％とする。

(3) 特別試験研究費総額の20％（特別試験研究機関等と共同して行う試験研究費等については30％）の税額控除（(1)(2)とは別枠で当期の法人税額の5％程度）ができる。
(4) 平成20年4月1日から平成31年3月31日までの間に開始する各事業年度において、(1)～(3)とは別枠で、次の①又は②のいずれかの選択適用（当期の法人税額の10％を限度）ができる。

① 増加型：増加試験研究費の額の30％（増加試験研究費割合が30％未満である場合には、その増加試験研究費割合）の税額控除
※ 平成29年4月1日前に開始した事業年度について適用

② 高水準型：試験研究費の額のうち平均売上金額の10％を超える部分の金額について超過税額控除割合の税額控除（(1)(2)の下線部部との選択適用）

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後

・上記(1)の制度について、税額控除割合の見直し（増減試験研究費割合に応じ６％～10％及び税額控除割合の上限の上乗せ特例）、研究開発を行うベンチャー企業の税額控除額の上限の特例の創設及び試験研究割合が10％を超える
場合における税額控除額の上限の見直し

・上記(2)の制度について、増減試験研究費割合が5％を超える場合における特例の見直し、試験研究費割合が10％を超える場合における税額控除額の上限の特例の見直し及び中小企業者から除外されるみなし大企業の範囲の見直し
・上記(3)の制度について、特別試験研究費の額の範囲の見直し、税額控除割合の見直し及び税額控除額の上限の引上げ
・上記(4)②の制度を廃止
・組織再編成があった場合における比較試験研究費の額の調整計算等の適正化等

　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【R1 経産05】-230-



【R1 経産05】

-231-



【R1 経産05】-232-



【R1 経産05】

-233-



【R1 経産05】-234-



【R1 経産05】

-235-



【R1 経産05】-236-



【R1 経産05】

-237-



（参考） （参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － 239 － － － － 253 － － － － 362 － －

H30 967 35 3.6% － ▲7,051.0 ▲220.0 3.1% － － ▲8,604.0 ▲190.0 2.2% － 不明 198.6 不明 不明 － 不明 51.0 不明 不明 － 不明 22.8 不明 不明 －

R1 437 － － － ▲2,870.0 － － － － ▲1,970.0 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

R2 437 － － － ▲2,870.0 － － － － ▲1,970.0 － － － － 不明 － － － ー 不明 － － － ー 不明 － － －

R3 437 － － － ▲2,870.0 － － － － ▲1,970.0 － － － 521 不明 － － － 613 不明 － － － 804 不明 － － －

R4 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － 1,042 － － － － 1,226 － － － － 1,607 － － － －

運輸部門

将来予測

業務部門産業部門

租特の直
接的効果

目標
達成度

目標
達成度

目標
達成度

（注）　経産06は、評価書に記載されている関係条項別（省エネルギー分、再生可能エネルギー分）に「点検シート」及び「点検結果表」を作成している。

目標値
（万kl）

目標値
（万kl） 将来予測 実績将来予測 実績

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合
（法人税（特別
控除）・％）

適用実態調査に
おける租税特別措
置ごとの影響額
（地方法人二税・
地方法人特別税・
百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（万kl）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調査にお
ける適用額の上位
10社割合（法人
税（特別償
却）・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

租特の直
接的効果

「各部門の省エネルギー目標（原油換算）の見通しを達成する」

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H30 区分 拡充・延長

　措法第42条の5、第68条の10

過去の政策評価の実績

  「長期エネルギー需給見通し」（平成27年7月経済産業省決定）において掲げられた、最終エネルギー消費で2030年度に原油換算で5,030万klの省エネ見通しを実現すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

  措置の適用期限を令和4年3月31日まで2年間延長する。また、中長期的な計画に基づく省エネ投資の対象事業者に、認定管理統括事業者及び管理関係事業者を追加する。

   H29経産09

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産06-1） （評価実施府省：経済産業省）

  省エネ再エネ高度化投資促進税制の拡充及び延長（省エネルギー）
   （－）

措置の内容

平成29年度時点    －

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　次の区分に応じ、それぞれの減価償却資産（高度省エネルギー増進設備等）の取得等をして、これを国内にあるその法人の事業の用に供した場合には、その事業の用に供した日を含む事業年度において、その高度省エネルギー増進設備等の
取得価額の30％相当額の特別償却ができる。また、中小企業者等については、当該特別償却とその高度省エネルギー増進設備等の取得価額の7％相当額の税額控除との選択適用ができる。
①  エネルギー使用合理化のための機械その他の減価償却資産でエネルギーの使用の合理化に特に効果の高い一定のもの
②  連携省エネルギー措置の実施により取得等をされる機械その他の減価償却資産で、エネルギーの使用の合理化に資する一定のもの
③  荷主連携省エネルギー措置の実施により取得等をされる機械その他の減価償却資産でエネルギーの使用の合理化に資する一定のもの

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【R1 経産06】-238-



【R1 経産06】

-239-



【R1 経産06】-240-



【R1 経産06】

-241-



（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H29 － － － － － － － － － － － － － － ー － －
H30 272 36 13.2% － ▲4,666.0 ▲1,807.0 38.7% － ▲5,692.0 不明 － － 不明 不明 不明 不明 －
R1 40 － － － ▲2,806.0 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R2 40 － － － ▲2,023.0 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R3 40 － － － ▲2,023.0 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R4 － － － － － － － － － － － － － － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － 22.0～24.0％ － － － －

【総括表】

適用実態調査
における適用件
数（法人税・
件）

適用実態調査
における租税特
別措置ごとの影
響額（地方法
人二税・地方法
人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

適用実態調
査における適
用額の上位
10社割合
（法人税
（％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

「2030年度のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの総発電電力量に占め
る割合と発電電力量」

再エネ全体：22～24％程度

将来予測

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

目標
達成度

（注）　経産06は、評価書に記載されている関係条項別（省エネルギー分、再生可能エネルギー分）に「点検シート」及び「点検結果表」を作成している。

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H30 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産06-2） （評価実施府省：経済産業省）

  省エネ再エネ高度化投資促進税制の拡充及び延長（再生可能エネルギー）
   （－）

措置の内容

平成29年度時点   －

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後（予定）  　従前どおり

　 法人が再生可能エネルギー発電設備等の取得等をして、これをその法人の国内にある事業の用に供した場合には、その事業の用に供した日を含む事業年度において、その再生可能エネルギー発電設備等の取得価額の20%相当額
の特別償却ができる。

【基本情報】
  制度名
（措置名）

　措法第43条、第68条の16

過去の政策評価の実績

 　再生可能エネルギーの主力電源化とエネルギーミックスの達成に向けて、発電コスト削減と固定価格買取制度による国民負担の抑制を達成しつつ、電源ごとの実態に即した再生エネルギーの導入を推進すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   措置の適用期限を令和４年３月31日まで2年間延長する。

 H29経産09
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【総括表の別紙】

目標

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 0 － － 不明 不明 0.00008 不明 － 不明 不明 0.00009 不明 －

R1 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

R2 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

R3 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

R4 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

R5～／
未定 749 － － － － 182 － － － － 102～113 － － － － 939～981 － － － － 394～490 － － － －

目標値
（億kWh） 将来予測 将来予測実績 目標

達成度
目標値

（億kWh） 将来予測 実績 目標
達成度

目標値
（億kWh） 将来予測 実績 目標

達成度
目標値

（億kWh） 実績 目標
達成度

目標値
（億kWh） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租特の直
接的効果

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

風力：1.7%程度（約1,000万kW、182億kWh） 地熱：1.0～1.1%程度（約140～155万kW、102～113億kWh） 水力：8.8～9.2%程度（約4,874～4,931万kW、939～981億
kWh）

バイオマス：3.7～4.6%程度（約602～728万kW、394～490億
kWh）

「2030年度のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの総発電電力量に占める割合と発電電力量」

太陽光：7.0%程度（約6,400万kW、749億kWh）
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（参考） （参考） （参考） 目標① 目標② 目標③

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 231,341 424,751 183.6% 425,223 ▲26,800.0 ▲23,800.0 88.8% 0.01% 不明 ▲23,500.0 － ▲32,677.3 － － － － － － 不明 － 不明 － － 不明 28.1% 不明 －

H24 211,676 430,555 203.4% 431,038 ▲24,500.0 ▲24,200.0 98.8% 0.01% 不明 ▲13,300.0 － ▲32,254.6 － － － － － 90.0% 90.0% 70.0% 不明 77.8% 50.0% 不明 30.8% 不明 61.6%

H25 488,274 459,729 94.2% 459,729 ▲19,900.0 ▲25,100.0 126.1% 0.01% ▲11,726.3 ▲13,700.0 116.8% ▲22,065.8 － － － － － 不明 不明 不明 不明 － － 不明 不明 不明 －

H26 488,274 504,568 103.3% 504,568 ▲19,900.0 ▲27,300.0 137.2% 0.01% ▲11,726.3 ▲13,800.0 117.7% ▲24,093.7 － － － － － 不明 不明 不明 不明 － － 不明 不明 不明 －

H27 496,650 489,992 98.7% 489,992 ▲27,100.0 ▲26,500.0 97.8% 0.01% ▲15,600.0 ▲14,400.0 92.3% ▲22,168.9 － － － － － 不明 不明 不明 不明 － － 不明 不明 不明 －

H28 516,516 510,262 98.8% 510,262 ▲28,200.0 ▲27,300.0 96.8% 0.01% ▲14,900.0 ▲13,800.0 92.6% ▲22,169.0 － － ー ー － 不明 不明 不明 不明 － 50.0% 不明 不明 不明 －

H29 523,878 531,317 101.4% 531,317 ▲28,300.0 ▲29,000.0 102.5% 0.01% ▲15,300.0 ▲15,700.0 102.6% ▲23,085.7 － － ー ー － 不明 84.7% 不明 不明 － 50.0% 31.6% 不明 不明 －

H30 541,690 553,101 102.1% － ▲29,300.0 ▲30,200.0 103.1% － ▲16,000.0 ▲16,400.0 102.5% － － － ー ー － － 不明 不明 不明 － － 不明 35.0% 不明 －

R1 575,778 － － － ▲31,400.0 － － － ▲17,100.0 － － － 不明 不明 － － － 90.0% ー － － － 50.0% ー － － －

R2 599,385 － － － ▲32,700.0 － － － ▲17,700.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －  － － － －

R3 623,960 － － － ▲34,100.0 － － － ▲18,400.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － － － － － － －

R4 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － 90.0% － － － － － － － － －

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）
【総括表】

適用実態調査
における適用
件数（法人
税・件）

適用実態調査
における適用
額の上位10社
割合（法人
税・％）

適用実態調査に
おける租税特別措
置ごとの影響額
（地方法人二税・
地方法人特別税・
百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
（％）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

「従業員数20名未満の個人事業主におけるパソコン利用割合5
割への到達」（平成29年度評価時）

租税特別措置等の適用実態

将来予測 実績

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

目標
達成度

目標値
（％） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

「中小企業庁のアンケ－ト調査での従業員数20名未満の法人におけ
るパソコン利用割合（平成31年度末時点で20名以上の法人の水準
である9割への到達を目指す）」（平成29年度評価時）

目標
達成度租特の直

接的効果

「売上高に対する販売費及び一般管理費の比率が20％以下の水準
に到達することを目指す」（令和元年度評価時から）

目標値
（％）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H15   H23経産17、H25経産28、H27経産16、H29経産11 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産07） （評価実施府省：経済産業省）
【基本情報】

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

  中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長
  （中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例）

措置の内容

平成29年度時点  　中小企業者等（常時使用する従業員の数が1,000人以下のものに限る。）が少額減価償却資産（取得価額が30万円未満であるもの）の取得等をした場合には、取得価額の全額について損金算入ができる。ただし、少額減価償却資産
の取得価額の合計額が300万円を超えるときは、その合計額のうち300万円に達するまでの取得価額の合計額を限度とする。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後

   制度名
（措置名）

 　従前どおり

 　従前どおり

過去の政策評価の実績

  中小企業の事務負担の軽減を図るとともに、事務効率の向上等に資する設備投資を促進させることで、中小企業の活力向上を図ること。

  措置の適用期限を令和4年3月31日まで2年間延長する。

  措法第67条の5、第68条の102の2
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（参考） （参考） （参考） 目標

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H30 － － － － － － － － － － － － － － － － －
R1 － － － － － － － － － － － － － － － － －
R2 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R3 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －
R4 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

R5～／
未定 不明 － － － 不明 － － － 不明 － － － 不明 不明 － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごとの
影響額（地方法人二
税・地方法人特別税・
百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値 目標
達成度

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

租税特別措置等の適用実態

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の上
位10社割合（法
人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

「後継者難に苦しむ中小企業・小規模事業者について第三者への円滑な事業承継
を促進し、優良な経営資源を有する中小企業の事業の継続や更なる発展を図り、
もって地域経済の活力維持を実現する」

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 　ー 区分 新設

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産08） （評価実施府省：経済産業省）

　第三者への事業承継の促進に資する税制措置の創設
　（ー）

措置の内容

平成29年度時点 　ー

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後 　ー

　ー

【基本情報】
   制度名
（措置名）

　ー

過去の政策評価の実績

  後継者不在の中小企業経営者に対して、株式譲渡や事業譲渡等のＭ＆Ａを用いた第三者に対する事業承継をより一層円滑に行える環境を整備することで、経営者の後継者不在を原因とした廃業を減少させ、優良な経営資源を有する中
小企業・小規模事業者の事業継続を支援し、地域経済の活性化や雇用の維持等を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

  親族以外の第三者に対して事業承継を行う際に生ずる税負担や資金繰り負担を緩和することにより、事業承継をより一層円滑に行える環境を整備し、経営者の後継者不在を原因とした廃業を減少させ、優良な経営資源を有する中小企業・
小規模事業者の事業継続を支援し、地域経済の活性化や雇用の維持等を図る。

　ー
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（参考） （参考） （参考） 目標① 目標②

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 不明 33 － － － － － － 不明 ▲1,127.0 － － － － ー ー － － － 不明 不明 －
H24 不明 34 － 　－ － － － － 不明 ▲1,160.0 － － － － ー ー － － － 不明 不明 －
H25 97 49 50.5% － － － － － ▲1,163.0 ▲1,332.0 114.5% － － － ー ー － － － 不明 不明 －
H26 不明 71 － － － － － － 不明 ▲1,627.0 － － － － ー ー － － － 不明 不明 －
H27 不明 136 － － － － － － 不明 ▲2,458.0 － － － － ー ー － － － 不明 不明 －
H28 不明 380 － － － ー － － 不明 ▲21,792.0 － － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 －
H29 不明 458 － － － ー － － 不明 ▲24,723.0 － － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 －
H30 不明 580 － － － ー － － 不明 ▲26,263.0 － － ー ー ー ー － 不明 不明 不明 不明 －
R1 592 － － － ー － － － ▲26,467.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －
R2 592 － － － ー － － － ▲26,467.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －
R3 592 － － － ー － － － ▲26,467.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －
R4 592 － － － ー － － － ▲26,467.0 － － － 不明 不明 － － － ー ー － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

「一般の競争下にある企業と同様の税制とすることで、
課税の公平性を実現する」（平成28年度評価時）

租税特別措置等の適用実態

目標値 将来予測 実績 目標
達成度

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

租特の直
接的効果

租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）
【総括表】

適用実態調
査における適
用件数（法
人税・件）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響
額（法人事業
税・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値 目標
達成度

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

減収額
（法人事業税・百万円）

「小売電気事業への新規参入並びに市場競争の促進
を目指す」（令和元年度評価時から）

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H12 区分 延長

　地方税法附則第9条

過去の政策評価の実績

　二重課税を回避し、他の一般事業との課税の公平性を確保することで、小売電気事業への新規参入並びに市場競争を促進し、需要家の電力会社、料金メニューに係る多様な選択肢の確保、事業者の事業機会の拡大を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

　H22経産33、H25経産41、H28経産05

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1経産09） （評価実施府省：経済産業省）

　電気供給業における託送料金を控除する収入割の特例措置等
　（事業税の課税標準の特例（電気供給業に係る託送料金を控除する収入割の特例措置））

措置の内容

平成29年度時点 　収入金課税される他の電気供給業を行う法人から託送供給を受けて電気供給を行う法人について、当該託送供給の料金として支払うべき金額に相当する収入金額を、収入割の課税標準である収入金額から控除する。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
   制度名
（措置名）
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